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(百万円未満切捨て)

1. 平成23年３月期第２四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年９月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第２四半期 62,618 1.9 2,461 27.7 2,587 22.2 1,541 95.4

22年３月期第２四半期 61,442 △3.2 1,927 △35.5 2,117 △34.3 788 △52.3

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第２四半期 30 85 30 80

22年３月期第２四半期 15 79 15 77

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第２四半期 118,011 93,265 78.7 1,859 54

22年３月期 117,545 92,683 78.5 1,847 95

(参考) 自己資本 23年３月期第２四半期 92,900百万円 22年３月期 92,314百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ─ 16 00 ─ 16 00 32 00

23年３月期 ─ 16 00

23年３月期(予想) ─ 16 00 32 00

3. 平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 135,000 6.0 7,000 9.0 7,200 0.2 3,500 8.0 70 06

usr4351
FASFマーク



  

 
(注) 当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 
(注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 
(注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していま

せん。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半

期決算短信(添付資料)３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期２Ｑ 54,291,447株 22年３月期 54,291,447株

② 期末自己株式数 23年３月期２Ｑ 4,332,349株 22年３月期 4,336,711株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期２Ｑ 49,957,882株 22年３月期２Ｑ 49,953,950株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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※ 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催いたします。この説明会で配布した資料、主

なＱ＆Ａ等については、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成22年10月28日(木)・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会 

  

○添付資料の目次
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 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、年度当初からしばらくは持ち直しの動きが続

き、企業業績も回復基調にありました。しかしながら、アメリカ・ヨーロッパを中心にした海外での

景気の下振れ懸念や円高の進行、さらには、近時の近隣国との政治問題の表面化などをうけて、企業

の先行き見通しはより慎重なものとなってきております。国内においては、政府の補正予算等の追加

景気対策もその実施内容について不透明感が拭えず、また、ゼロ金利他の金融政策も円高対策・景気

刺激策としての実効性が不安視されている状況と認識しております。総じて、現在の景気動向は、今

年度期初にくらべて不透明感がより増している状況であります。 

  

 当業界を取り巻く経営環境としては、昨年度終盤から徐々に現れてきたハード・ソフトといったIT

プロダクトに対する更新投資が現時点においても回復基調にあり、IT プロダクト販売ビジネスは堅

調な推移を示しております。しかしながら、ソフト開発ビジネスについては、一部の業種・顧客企業

において積極的に投資がなされたものの、全般的には投資の回復は明確ではありませんでした。リー

マンショック後、IT投資の中止・縮小が続いてきた中、顧客企業においては、ITプロダクトの更新投

資に加え、ソフト開発投資の本格的再開に向けた検討が進められております。従いまして、相応の案

件数・ディールフローはあるものの、一方、景気の不透明感が払拭されない中、各企業におけるソフ

ト開発投資にかかる意思決定は今までにもまして慎重であり、現実の発注量がなかなか増加しないと

いう状況にあったと考えております。 

  

 こうした状況下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、製造業・

流通業向け売上が減少したものの、通信業、サービス業及び学術・官公庁向け等のITプロダクト販売

が増加したことに加え、金融業、通信業及びサービス業向けのソフト開発売上が増加したことによ

り、売上高は前年同期比1.9％増の62,618百万円となりました。利益面においては、販売管理費の一

部削減等もあり、営業利益は前年同期比27.7％増の2,461百万円となりました。四半期純利益は、前

年度の一部事業整理にかかる特別損失計上の反動増、また、今年度の投資有価証券売却益の計上等が

あり、前年同期比95.4％増の1,541百万円となりました。 

  

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年

度末に比べ32百万円増加し、26,235百万円となりました。各キャッシュ・フローの増減状況とそれら

の要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、増加した資金は5,022百万円となりました。 

主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益2,647百万円、減価償却費1,670百万円、売上債権の減

少による資金の増加3,103百万円、たな卸資産の減少による資金の増加1,130百万円によるものであり

ます。主な減少要因は、仕入債務の減少による資金の減少3,749百万円によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、減少した資金は3,744百万円となりました。 

主な増加要因は、投資有価証券の売却及び償還による収入640百万円であります。主な減少要因は、

東京事務所の一部移転等にかかる有形固定資産の取得2,215百万円、ソフトウェア等の無形固定資産の

取得873百万円、敷金及び保証金の差入による支出1,323百万円によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、減少した資金は1,182百万円となりました。 

主な減少要因は、平成22年３月期期末配当金(１株当たり16円)の支払803百万円によるものでありま

す。 
  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報
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 当第２四半期連結累計期間における業績は、販売管理費の改善もあり、期初予想を上回る数値で推

移いたしました。しかしながら、案件の獲得状況、各種プロジェクトの進行状況等、事業展開として

は概ね期初予想の範囲内でありました。また、欧米での景気の下振れ懸念や円高の進行、さらには、

近時の近隣国との政治問題の表面化等を受け、景気の先行きは以前にも増して不透明な状態でありま

す。足元の受注動向等からみて今後の当社業績は強含みで推移するとは想定されるものの、以上を勘

案の上、平成22年４月28日に公表いたしました通期の業績予想は据え置くことといたしました。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

１ 会計処理の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成

20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号

平成20年３月31日)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

２ 表示方法の変更 

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣

府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」

の科目で表示しております。 

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,385 1,943

受取手形及び売掛金 22,399 25,574

有価証券 5 －

商品及び製品 2,300 3,337

仕掛品 1,302 1,395

原材料及び貯蔵品 7 10

預け金 24,849 24,258

その他 7,167 6,003

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 59,414 62,521

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 13,985 12,058

土地 14,667 14,667

その他（純額） 4,194 3,232

有形固定資産合計 32,847 29,959

無形固定資産

のれん 459 496

その他 6,047 5,722

無形固定資産合計 6,507 6,218

投資その他の資産

その他 19,382 19,012

貸倒引当金 △140 △166

投資その他の資産合計 19,241 18,845

固定資産合計 58,596 55,023

資産合計 118,011 117,545
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,315 11,095

未払法人税等 1,476 938

賞与引当金 1,820 1,657

役員賞与引当金 16 78

工事損失引当金 357 57

本社移転関連費用引当金 － 342

資産除去債務 288 －

その他 10,386 8,623

流動負債合計 21,661 22,793

固定負債

退職給付引当金 116 113

役員退職慰労引当金 31 36

資産除去債務 880 －

その他 2,055 1,918

固定負債合計 3,084 2,068

負債合計 24,746 24,862

純資産の部

株主資本

資本金 21,152 21,152

資本剰余金 31,299 31,299

利益剰余金 48,914 48,176

自己株式 △8,718 △8,727

株主資本合計 92,649 91,902

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 973 979

繰延ヘッジ損益 △99 △2

為替換算調整勘定 △621 △565

評価・換算差額等合計 251 411

新株予約権 165 147

少数株主持分 199 221

純資産合計 93,265 92,683

負債純資産合計 118,011 117,545
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(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 61,442 62,618

売上原価 47,569 49,081

売上総利益 13,872 13,536

販売費及び一般管理費 11,945 11,075

営業利益 1,927 2,461

営業外収益

受取利息 107 70

受取配当金 25 47

持分法による投資利益 18 51

その他 86 45

営業外収益合計 238 215

営業外費用

支払利息 11 11

投資事業組合運用損 1 48

事務所移転関連費用 25 －

和解金 － 19

その他 9 9

営業外費用合計 48 89

経常利益 2,117 2,587

特別利益

固定資産売却益 4 0

投資有価証券売却益 － 299

新株予約権戻入益 － 5

特別利益合計 4 305

特別損失

固定資産除却損 71 31

固定資産売却損 5 3

ソフトウエア一時償却額 375 －

投資有価証券評価損 36 －

関係会社株式評価損 17 －

退職給付制度終了損 26 －

のれん償却額 699 －

減損損失 94 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40

移転関連費用 － 169

特別損失合計 1,327 245

税金等調整前四半期純利益 795 2,647

法人税、住民税及び事業税 1,313 1,346

法人税等調整額 △1,296 △217

法人税等合計 16 1,128

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,518

少数株主損失（△） △10 △22

四半期純利益 788 1,541
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【第２四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 33,131 31,548

売上原価 25,909 24,785

売上総利益 7,221 6,763

販売費及び一般管理費 5,962 5,469

営業利益 1,259 1,293

営業外収益

受取利息 49 34

受取配当金 0 0

持分法による投資利益 6 37

その他 39 17

営業外収益合計 95 89

営業外費用

支払利息 7 9

投資事業組合運用損 0 47

事務所移転関連費用 25 －

その他 0 5

営業外費用合計 33 62

経常利益 1,321 1,320

特別利益

固定資産売却益 4 0

投資有価証券売却益 － 24

新株予約権戻入益 － 5

特別利益合計 4 30

特別損失

固定資産除却損 70 27

固定資産売却損 5 1

投資有価証券評価損 6 －

退職給付制度終了損 26 －

減損損失 94 －

移転関連費用 － 169

特別損失合計 203 198

税金等調整前四半期純利益 1,123 1,153

法人税、住民税及び事業税 1,293 1,225

法人税等調整額 △737 △678

法人税等合計 555 547

少数株主損益調整前四半期純利益 － 605

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3 △11

四半期純利益 564 617

住商情報システム㈱（9719）平成23年３月期　第２四半期決算短信

－7－



(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 795 2,647

減価償却費 1,537 1,670

のれん償却額 804 46

減損損失 94 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △74 △23

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19 2

本社移転関連費用引当金の増減額（△は減少） － △342

前払年金費用の増減額（△は増加） 77 122

固定資産除却損 71 31

固定資産売却損益（△は益） 0 3

ソフトウエア一時償却額 375 －

投資有価証券評価損益（△は益） 36 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △299

関係会社株式評価損 17 －

持分法による投資損益（△は益） △18 △51

株式報酬費用 30 32

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40

受取利息及び受取配当金 △132 △118

売上債権の増減額（△は増加） 2,882 3,103

たな卸資産の増減額（△は増加） 17 1,130

仕入債務の増減額（△は減少） △1,815 △3,749

役員賞与の支払額 △57 △78

その他 317 1,347

小計 4,941 5,518

利息及び配当金の受取額 265 235

利息の支払額 △11 △11

法人税等の支払額 △1,717 △719

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,477 5,022

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却及び償還による収入 1,521 －

有形固定資産の取得による支出 △1,186 △2,215

有形固定資産の売却による収入 165 0

無形固定資産の取得による支出 △1,894 △873

投資有価証券の取得による支出 △2,603 △2

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 640

事業譲受による支出 △7 △5

敷金及び保証金の差入による支出 － △1,323

その他 △401 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,405 △3,744
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

借入金の返済による支出 △92 －

社債の償還による支出 △750 －

リース債務の返済による支出 △261 △378

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △803 △803

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,907 △1,182

現金及び現金同等物に係る換算差額 90 △62

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,745 32

現金及び現金同等物の期首残高 29,267 26,202

現金及び現金同等物の四半期末残高 26,521 26,235
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該当事項はありません。  

  

【セグメント情報】 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の組織構成単位である事業部門に応じて設定しております。取締

役会並びに代表取締役社長は、経営資源の配分の決定及び業績の評価等を当該組織構成単位にて行

っており、各事業部門の事業推進には、経営者の意思決定が直接に反映されております。 

 当社の事業部門は、顧客特性も勘案しながらITサービスの事業別に設置されており、各事業部門

は、取り扱うサービス事業について全社的な事業戦略の企画立案を行い、事業活動を推進しており

ます。この事業部門に応じて設定される報告セグメントは、「流通・製造ソリューション事業」、

「金融・ERPソリューション事業」、「グローバルソリューション事業」及び「プラットフォームソ

リューション事業」の４つのセグメントであり、前記以外の事業については「その他」として記載

しております。 

  

 各セグメントの事業内容等は以下のとおりであります。 

 ① 「流通・製造ソリューション事業」：「流通・製造ソリューション事業部門」における推進

事業に対応し、流通・製造業を中心とした、業種固有のシステムニーズに対応したITサービ

スの提供を行う事業 

 ② 「金融・ERPソリューション事業」：「金融・ERPソリューション事業部門」における推進事

業に対応し、金融業固有のITサービスニーズに応えるとともに、一般企業向けに、自社開発

の「ProActive」を含む、経営意思決定サポートソリューションであるERP(統合基幹業務)シ

ステムの提供を行う事業 

 ③ 「グローバルソリューション事業」：「グローバルソリューション事業部門」における推進

事業に対応し、住友商事グループを含む、グローバルに事業を展開する顧客に対し、日本・

米州・欧州・中国・アセアンの５極を結ぶ当社の海外ネットワークを活用したITサービスの

提供を行う事業 

 ④ 「プラットフォームソリューション事業」：「プラットフォームソリューション事業部門」

における推進事業に対応し、顧客の業務システムを支えるIT基盤の設計・開発から保守、ま

たデータセンターを活用してのシステム運用まで、ITインフラの構築・運用に関するITサー

ビスの提供を行う事業 

  

 なお、「その他」には国内各支社における推進事業に対応し、日本国内の地域拠点における一般

企業向けのITサービスの提供を行う事業等を含んでおります。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△265百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

該当事項はありません。  

  

      （単位：百万円）

流通・製造 

ソリューション 

事業

金融・ERP 

ソリューション

事業

グローバル 

ソリューション

事業

プラット 

フォーム 

ソリューション

事業

その他 合計
調整額 

(注)１

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２

売上高

(1) 外部顧客への 
    売上高

17,524 12,419 6,108 23,376 3,188 62,618 － 62,618

(2) セグメント間の 
    内部売上高 
    又は振替高

46 134 58 1,911 5 2,156 △2,156 －

計 17,570 12,554 6,167 25,288 3,193 64,774 △2,156 62,618

セグメント利益 
又は損失(△)

600 123 700 1,394 △91 2,726 △265 2,461

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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